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下水道の役割と法制度の変遷

下水道の
役 割

浸水から
まちを守る

都市の資源を
循環する

衛生的で快適な
生活環境を支える

水環境の保全

下水道は私たちの快適な生活を支援



下水処理の仕組み（水処理）

降 雨

家庭などから排出された汚
水は、下水管を経て処理場
で処理されます。

下水処理の流れ

水処理の過程で、汚泥が発生

消毒施設最初沈殿池沈砂池

砂ろ過

水処理

汚泥処理へ

反応槽

最終沈殿池
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下水熱
の利用



下水処理の仕組み（汚泥処理）
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有効利用
（石炭代替燃料）

濃縮槽
（濃縮ﾀﾝｸ）

脱水機
炭化炉

消化槽（消化ﾀﾝｸ）

消化ガス
の発生

水処理から

加温に利用 燃料や発電等
に利用

溶融炉

有効利用
（建築資材）
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大阪市の下水処理場

消化槽保有処理場

面積 約225km2

計画区域内人口 約275万人

事業開始 1894年(明治27年)

処理場数
合計処理能力

12か所
約229万m3/日

ポンプ場数
総排水量

58か所

約1,350m3/秒

管渠延長 約4,960 km

処理人口普及率 99.9％



下水道事業（経営戦略）
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◆大阪市下水道事業経営戦略

①急増する老朽施設
②集中豪雨への対応
③津波・地震等への対応
④都市環境への対応

①機能維持
②浸水対策
③地震対策
④都市環境保全

課題に対応する施策

課題

事業費 約4,700億円

（計画期間：令和３年度～令和12年度）



下水道資源のエネルギーポテンシャル

下水道資源
の有するエネルギー
ポテンシャル

下水汚泥

下水、下水処理水

下水道施設空間

下水熱

小水力発電

消化ガス

汚泥燃料

焼却排熱

風力

太陽光
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施設屋上２か所で実施

賦存量

下水汚泥発生量：約230万トン／年（乾燥ベース）
約8割が有機物としてエネルギー利用が可能

発電可能量：約40億kWh／年
→約110万世帯の年間電力消費量に相当

下水汚泥のエネルギー利用状況 約24％（令和元年度末時点） 【大阪市は約51％】

下水汚泥のポテンシャル

消化ガス発生量：約3,000万㎥/年
利用割合：ほぼ全量利用

脱水汚泥量：約15万t/年
利用割合：約30％

国土交通省ホームページより



下水道資源のエネルギー活用事例

 電気事業者より受電

汚泥消化槽

水処理施設

消化ガス消化ガス

消化ガス
エンジン
消化ガス
エンジン

温水器

廃熱

電力貯蔵
システム

発 電
電電 力力

PFI事業者整備運営部分

汚

泥

温温 水水

電力（電力（ピーク時ピーク時））

対 価

対 価

電電
力力

水処理工程で
汚泥が発生

汚泥を発酵
させる際に、
消化ガスが

発生

消化ガスを燃
料として発電

発電の際に生じる
廃熱を消化槽の
加温に利用

電電 力力

津守下水処理場

下水処理場における消化ガスを活用したバイオマス発電

大阪市平野下水処理場

石炭火力発電所
（有効利用先の事業者）

固形燃料化事業範囲

・新エネルギーの普及拡大

・温室効果ガス削減

脱水汚泥 炭化燃料化施設（整備・運営）

燃料買取
（大阪市所有）

ＰＦＩ事業者

炭化燃料化物

・下水汚泥の資源化促進

・温室効果ガス削減

輸送

燃料
売却

下水処理場汚泥固形燃料化事業

◆下水汚泥の処理過程で発生する消化ガスを燃料とした発電等により、
有効活用（ＰＦＩ事業）

◆平野下水処理場では、下水処理の最終過程で発生する生成物(最終生成物)の
有効利用を図るため、下水汚泥を炭化燃料化し、石炭火力発電所において、石炭
代替燃料としての有効利用（ＰＦＩ事業）
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発電量
CO2削減
効果

約4,400万kwh/年
(一般家庭約12,400世帯分の

年間電力量に相当）

23,000 
t-CO2/年

◆導入箇所（６か所）
中浜下水処理場
津守下水処理場
大野下水処理場
海老江下水処理場
放出下水処理場
住之江下水処理場

◆効果（Ｈ30年度実績より）

最終生成物量
CO2削減
効果

炭化燃料化物 8,000t-DS/年 9,300 
t-CO2/年

◆効果（Ｈ30年度実績より）



下水熱のポテンシャル（実証事業の実施）

・下水温度は年間を通して安定
・下水を熱源に用いることで、ヒートポンプが高効率で運転可能

下水水温と気温の関係
下水熱利用イメージ
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◆下水道革新的技術実証事業（Ｂ-ＤＡＳＨ）

国土交通省において、下水道分野における新技術の研究開発及び実用

化を加速することにより、創エネルギー、省エネルギー、浸水対策、老朽化

対策等を推進し、併せて、本邦企業による水ビジネスの海外展開を支援す

るため、下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）を実施してい

ます。

◆大阪市の技術開発に係る共同研究制度等

大阪市では下水道技術開発の効率的かつ迅速な推進に向けて、民間

企業との共同研究制度及びフィールド提供制度を設けています。

研究目的、内容、期間等について、民間企業等から

提案を受けて行うもので、研究の目的及び内容が公

益性を有し、下水道の技術の向上に資するものが条

件となる

下水道に関する民間企業の技術開発を支援する観

点から、試作段階にある計測機器等の性能評価を対

象として本市フィールドや実験材料を提供するもの

・共同研究 ：

・ﾌｨｰﾙﾄﾞ提供 ：

管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用に関する実証事業
（平成24年度 B-DASHプロジェクトの公募案件「下水熱利用技術」として採択）



万博や将来への下水道技術導入ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
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2025年

大阪・関西万博

下水道技術を世界に発信

・下水道の役割を継続的に果たしていくために、下水道のポテンシャルを最大限活用していくことが必要
・そのためには、下水道という枠にとらわれず、多様な主体との連携を実現し、新たな技術導入など更なる取組みを
行うことでその可能性が広がり、脱炭素社会の実現にもつながっていく

2021年

現在

https://www.google.co.jp/url?sa=i&url=https://saitoshika-west.com/blog-entry-5466.html&psig=AOvVaw253kfOCHZvUOniPYE4ZWhq&ust=1576314695293000&source=images&cd=vfe&ved=0CAIQjRxqFwoTCLips4eksuYCFQAAAAAdAAAAABAa

